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	「原発」国民投票の実施に関する公開質問状
	2021年 衆議院議員選挙 立候補者の方々へ
	私たちは、「原発」を今後どうするのかについて、行政府や立法府にその選択を委ねず、主権者である私たち自身が、よく学び、考え、話し合って結論を出し、その多数意思を反映した施策や法律の制定・改正を両府が為すべきであると考えています。そのための方策として、諮問型の「原発」国民投票の実施が最良だと考え、2011年6月より、それを実現させるための運動を展開してきました（詳細は、下記Webサイトをご覧ください）。
	わが国の場合、「憲法」以外の一般的案件について、これを国民投票にかけるためには、その案件が「脳死」であれ「消費税」であれ「原発」であれ、新たに国民投票法を制定しなければなりません。そのためには、衆参各院で過半数の議員が「原発」国民投票法の制定に賛成し、法律を成立させることが必要です。
	私たちは既に、「国民投票の実施手続市民案」という法律案を策定して、HP上に掲載しています(http://gkokumintohyo.com/kokumintohyo/proposal)。また、2015年には衆議院、参議院(ともに第189回国会)に「原発」国民投票を求める請願を提出しています。今後、世論形成と併せ、個々の議員への「説明」と「説得」を更に強めていく所存ですが、この件について姿勢・考えをお伺いします。お忙しいとは思いますが、次ページの質問にお答えいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。
	勝手ながら10月17日(日)までに、以下の宛先まで、FAXもしくはEメールにてご回答ください。
	皆様から頂戴した回答については、回答があったものから順次、本会ホームページに掲示していくほか、フェイスブック、ツイッターなどで拡散します。ご不明な点などございましたら、下記事務局あてにお問い合わせください。

